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令 和 6 年 7 月 1 日 岡山県指令県第９０号　をもって交付の決定の通知を受けた岡山県水力発電施設周辺地域交付金に係る交付金事業

岡山県水力発電施設周辺地域交付金事業評価報告書

新 第 １ ０ １ ９ 号
令和７年１月２８日

岡　　山　　県　　知　　事

付け、　

の成果の評価について岡山県水力発電施設周辺地域交付金交付要綱第１０条第３項の規定により別紙のとおり報告します。



別紙

Ⅰ.事業評価総括表（令和６年度）

　交付金事業に要
　した費用（円）

7,251,7421 地域活性化措置 新庄村保育所維持運営事業 新庄村 5,039,000

番号 措　置　名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金充当額（円） 備　　考



Ⅱ.事業評価個表（令和６年度）

　 事業期間の設定理由 新庄村振興計画・総合戦略の終期まで

　 交付金事業に関係する
　 市町村の主要政策・施策
　 とその目標

【主要政策・施策】
新庄村振興計画・総合戦略（令和２年度～令和６年度）
　第３部　基本計画
　　３　次世代応援プロジェクト
　　　　少子化対策
　　　　安心して子どもを産み育てることができる環境づくりのために、地域で子どもを育てる意識の醸成と支援体制づくりを
　　　進めていく必要があります。
　　　　このため、地域で子どもを育てる意識の啓発や、子育て中の保護者が気軽に集える場所を提供するなどの環境整備を
　　　進めていきます。
【目標】
　・共働きの家庭でも安心して子どもを産み育てられる支援体制

　 事業開始年度 令和２年度 　 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 新庄村

交付金事業実施場所 岡山県真庭郡新庄村2014-2

交付金事業の概要

本村では、「新庄村振興計画・総合戦略」において、子育てファミリーの移住先、定住先として選ばれる村を目標として掲げています。
本村唯一の保育所である新庄村保育所において、限られた財源の中で、低年齢児保育や一時預かり保育への対応等、地域の子育て支
援の充実を図ることが必要であり、本事業を活用することで、保育士の確保を図り安定的かつ充実した保育サービスを提供し、安心して子
どもたちを育てることができる環境づくりにより新庄村に住み続けたいという気持ちの醸成に繋げます。
（新庄村保育所の保育士3名分の人件費(令和6年7月1日～令和6年12月31日までの給料及び12月期の期末・勤勉手当)）

番号 措　　　置　　　名 交　　　付　　　金　　　事　　　業　　　名

1 地域活性化措置 新庄村保育所維持運営事業



　単位

成果実績 ％

目標値 ％

達成度 ％ 100.0

評価年度の設定理由

成果目標は子どもを安心して生み育てることができる環境を実現するために、恒常的に取り組む必要があり、毎年度評価することとしています。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関の活用の有無

無

交付金事業の概要成果目
標及び成果実績

　　成果目標 　 成果指標 評価年度令和６年度

　保育士を確保・育成することで、
村内の共働き世帯等の保育を必要
とする子ども全員を保育所で受け
入れることができるよう取組を進め、
要保育児の入所率100%を目指しま
す。

要保育児の入所率
（入所要保育児数／入所希望要保育児
数）

100.0

100.0

　本交付金の活用により、保育所職員3名分の6か月分の給与および12月期末・勤勉手当を確保することができました。これにより、安定し
た保育環境を維持し、保育士の定着を図ることができました。
　また、今年度も新たに保育士1名を確保することができたため、村内における保育ニーズに的確に対応することが可能となり、成果指標で
ある「入所率100%」を達成することができました。
　この取組により、共働き世帯を含む保育を必要とする家庭の安心感が向上し、地域における子育て環境の充実に寄与しました。今後も引
き続き、保育士の確保・育成に努め、持続可能な保育体制の構築を進めてまいります。



単位 令和4年度

活動実績 人 3

活動見込 人 3

達成度 ％ 100

うち経済産業省分

　 交付金事業の担当課室 新庄村保育所

　 交付金事業の評価課室 新庄村総務企画課

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額（円）

人件費 雇用 保育士３名 7,251,742

うち文部科学省分

4,926,000 5,017,000 5,039,000

総事業費（円） 6,428,107 7,137,893 7,251,742

交付金充当額（円） 4,926,000 5,017,000 5,039,000

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

　 交付金事業の活動指標
   及び活動実績

活動指標 令和5年度 令和6年度

保育士の雇用人数

4 5

3 3

133 167


